
令和７年度税制改正に関する提言言（要約抜粋）） 

○「金利のある世界」が到来。

新たな財政再建目標の策定を！

〇企業への過度な保険料負担を抑制し、

経済成長を阻害しない社会保障制度の確立を！

〇人手不足など厳しい経営環境を踏まえ

中小企業の活性化に資する税制措置を！

〇中小企業は地域経済と雇用の担い手。

本格的な事業継承税制の創設を！

【税目別の具体的課題】
１．法人税関係
（１）役員給与の損金算入の拡充
①役員給与は損金算入とすべき
②同族会社の業績連動給与についても損金算入とすべき
（２）少額減価償却資産の見直し
（３）企業版ふるさと納税の適用期限延長
（４）中小企業向け賃上げ促進税制の適用要件緩和
２．所得税関係
（１）基幹税としての所得再分配機能の回復
（２）各種控除制度の見直し
（３）個人住民税の均等割
３．相続税・贈与税関係
（１）相続税の基礎控除の見直し
（２）贈与税の基礎控除の引き上げ
４．地方税関係
（１）固定資産税の抜本的見直し
（２）事業所税の廃止
（３）超過課税
（４）法定外目的税
５．その他
（１）印紙税の廃止
（２）配当に対する二重課税の見直し
（３）電子申告の促進
（４）森林環境税の検証

【基本的な課題】
Ⅰ．税・財政改革のあり方

●財政健全化は国家的な課題であり、日本経済の将来にわたる持続可能性を高めるためにも本格的
な歳出・歳入の一体的解決を進めることが重要である。
１）財政健全化に向けて
２）社会保障制度における基本的な考え方
３）行政改革の徹底等
４）マイナンバー制度について
５）今後の財政改革のあり方

Ⅱ．経済活性化と中小企業対策
●着実な賃上げや最低賃金の大幅引き上げが迫られる中で、賃上げ原資を生み出すために原材料費
や光熱費など、上昇するコストの適正な価格転嫁が大きな課題となっている。円滑な価格転嫁や
下請けいじめの排除に向け、中小企業庁や公正取引委員会などによる取引監視体制の強化が求め
られる。必要に応じて下請法の改正など、実効性のある取り組みを進めなければならない。

●人手不足や継続的な賃上げなど中小企業の構造的な課題を解決するには中小企業自らの経営
改革も重要になる。そのためには生産性の向上や付加価値の創出に向け、力強い政策的な支援が
欠かせない。
１）中小企業の活性化に資する税制措置
２）事業承継税制の拡充
３）消費税への対応

Ⅲ．地方のあり方
●日本が人口減少社会に突入する中では国と地方の役割分担を見直し、財政や行政の一段の効率化
を図る必要がある。特に東京一極集中を是正するには、地方の活性化が重要な課題である。地方
自身がそれぞれの特色や強みを生かした活性化戦略を構築し、民間の知恵と工夫で新たな地場
技術やビジネス手法を開発しなければ、真の活性化にはつながらない。

Ⅳ．震災復興等
●これまでの効果を十分に検証し、予算の執行を効率化するとともに、原発事故への対応を含めて
引き続き適切な支援を行う必要がある。とりわけ被災地における企業の定着、雇用確保などに
対し実効性ある措置を講じるよう求める。

●本年 月には能登半島地震が発生するなど、近年、強い地震や台風などの大規模な自然災害が
相次いで発生している。東日本大震災の対応などを踏まえ、被災者の立場に立った適切な支援と

実効性のある措置を講じ、被災地の確実
な普及・復興に向けて取り組まなければ
ならない。
Ⅴ．その他
１）納税環境の整備
２）環境問題への対応
３）租税教育の充実

法人あがつま （令和 年 月）
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